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はじめに
本稿は､普通科における職業教育の変容と
課題を､施策の変化と長野県の高等学校にお
ける展開を事例として考察することを目的と
する｡これまで筆者は､新制高校発足から70
年代までの長野県の高等学校の制度的展開を
整理し(1)､80年代以降は｢ある意味で､新制高
校が目指した二つの制度原理の統合の終鳶で
あり､また新たな高校像の出発点でもある｣(2)
と述べた｡今日､普通科と職業科というこれ
までの二元的な高校像は､断続的な改革のな
かで流動化し､多極化 ･多元化ともいうべき
様相を呈している｡その改革とは､政策 ･制
度的な改革のみならず高校独自のものでもあ
り､職業学科に限らず､普通科をも大きく巻
き込んだものである｡
こうした動向を改めて省みると､｢新制高校
が目指した二つの制度原理｣の新たな組み替
え､すなわち高等普通教育と専門教育のそれ
ぞれの内容の再検討と両者の関係の再構築が､
ひとつの展開軸になっていると思われる｡両
者の内容と関係は､中等教育制度の特徴であ
ると同時に矛盾をはらむものでもあり､時代
を超えて問われ続けてきたテーマであるOま
た､不本意入学や中途退学などの問題や特色
のある高校づくりという今日的課題は､これ
まで比較的安定した普通科にも突きつけられ
た課題であり､そのひとつの突破口として､
普通科における職業教育のあり方が問われて
いるともいえる｡本稿は､この問いの前提作
業として､普通科における職業教育の位置づ
けとその変化をたどる試みである｡なお､こ
こでの職業教育は､具体的な職業に従事する
ための準備教育と職業全体やその選択に関わ
る職業的教養､職業観などの育成の双方を含
む概念とする｡
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1.旧制中学校における実業教育の展
開
戦後の普通科における職業教育の展開を検
討する前に､旧制中学校での展開を長野県の
事例を含めながら概観したい｡戦後､その多
くが大学進学を主とした普通科となった旧制
中学校の実業教育に対する取組みが､戦後の
展開を方向づけたとも考えられるからである｡
旧制中学校は､｢実業二就カント欲シ又ハ高
等ノ学校二人ルカ為メニ須要ナル教育｣(1886
年中学校令)という二重目的の中等学校とし
て発足した｡その後 ｢男子二須要ナ高等普通
教育｣(1899年同令改正)を目的とした､アカ
デミックな教養と進学準備を主とする学校と
なった｡しかし､中学校の普及と拡大は生徒
の質的変化と進路の多様化(3)をもたらし､進
路 ･能力に応じた ｢分化｣の問題を抱えるに
至った｡ことに実業教育との接点は､大正か
ら昭和初期の重要課題であった｡戦後の普通
科の拡大に伴う問題と通じる面がある｡
1911年の中学校令施行規則改正で ｢当分ノ
間之ヲ欠クコトヲ得｣､｢随意科目｣と条件付
きながら｢実業｣が学科目に繰り込まれ､1919
年改正では ｢実業ハ農業､商業等ノ中二就キ
土地ノ情況二応シ適切ナル事項ヲ選択シテ之
ヲ授ケ又成ルヘク実習ヲ課スへシ｣とされた｡
しかし実際には､｢実業を欠課とし､その分を
国語･漢文､英語に一時間ずつ充て｣(4)という
ように空洞化していた｡これは全国的な傾向
でもある｡(5)
1928年に ｢中学教育調査委員会報告｣が文
部省に提出され､中学校が ｢画一二流レ其ノ
学科内ハ実際生活二適切ナラザル｣問題を抱
え､｢卒業者ノ大部分ハ卒業後直こ社会ノ実務
ニ当ラザルヲ得ザル｣状況にあること踏まえ､
教育課程の分化と実業の必修化が提言された｡
1931年の改正では､｢作業科｣の必修､第四学
年以降の｢第一種｣(就職コース)と｢第二種｣
(進学コース)との分化､第-種での｢実業｣
必修が実現したのである｡｢作業料｣とは､｢作
業こ依り勤労ヲ尚ビ之ヲ愛好スルノ習慣ヲ養
ヒ日常生活上有用ナル知能ヲ得シムル｣科目
である｡文部省は必修の理由を､｢勤労ノ尊重
スベキハ挽近ノ世態照シ学生､生徒ノ気風二
顧ミ特二之ガ必要ヲ認ムル所ナリ｣(6)として
いる｡また､教育課程の区分を ｢生徒ノ能力､
志望ヲ尊重スルト同時二他面二於テ教育ヲ地
方ノ実情二適切ナラシメ｣る措置､｢実業｣の
必修を ｢普通教育ノー事項 トシテ実業二関ス
ル常識ヲ養ヒ実際生活ヲ理解セシメ職業ノ尊
重スベキ所以ヲ会得｣(7)するためとした｡し
かしこれらは､施行後5年間の猶予期間と戦
時体制への転換によって形骸化した｡また､
｢純然たる実業学校と異なって中学校の実業
課程は言わば刺身のつまに努宅たる存在とさ
れて居るだけに一般から商業学校卒業生程は
買われない実情にあり｣(8)との論評のように､
就職準備という点では不十分であった｡｢全国
公立私立中学校二関スル諸調査｣(1938年)に
よれば､第二種のみの中学校は約20%にもの
ぼり､第一種課程の生徒数も全体の約20%に
止まっている｡(9)
1943年の中等学校令は中等諸学校を一元化
するものであったが､学徒動員体制のなか｢作
業料｣は廃止となり教科外の ｢修練｣に整理
された｡｢実業科｣も第3学年以降の外国語科
との選択履修に逆戻りした｡戦時体制という
特殊な社会情勢であったとはいえ､進学準備
と普通教科優位のなかで職業教育が明確に位
置づけられることはなかったのである｡
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2.戦後の普通科における職業教育の
施策
(1)戦後改革期の理念と現実
新制高校発足期､普通科における職業教育
は ｢総合制｣とも深く関わり､高校の目的で
ある｢高等普通教育及び専門教育を施すこと｣
を直裁に具現化する､すなわち二重の目的を
共に果たすことと認識されていた｡次の文言
はそれを明快に表している｡
｢これ (高校の目的)は法文の示すように
高等普通教育と専門教育は必ず両者を併せ
施さなければならないのであって､一方の
みを施す高等学校は認められないのであ
る｡｣(10)
｢(目的に)高等普通教育及び専門教育とし
てあるのは､生徒は常に個人的にも社会的
にも必要な教養と職業とを系統的に修得で
きるようにすることにあるのである｡｣(l)
ここでは､高等普通教育のみの教育が明確に
否定されている｡そして､進学準備に偏し職
業教育が看過されることに対して､次のよう
な注意を払っていた｡
｢新しい教科課程では､大学入学準備は単
に附随的なもので､すべての教科がこれに
寄与するものでなければならない｡(中略)
それは個々の青年が､個性的に､社会的 ･
公民的に､そして職業的に､最大の発達を
とげることを目標とすべきものであって､
この目標が達成されたならば､そのまま大
学の入学準備になっているのである｡｣(12)
これは､旧制中学校に十分には根づかなかっ
た職業教育を定置する新たな視点､すなわち
発達的観点から普/職の統合を図るという点
で斬新であった｡しかし､実際の普通科は戦
前との連続性のなかで､こうした理念とは隔
たった情況であった｡文部省は､｢大都市の一
部では､学校運営が進学者本位に行われ､進
学者を除く70%の生徒には注意が払われてい
ない｣(13)と警告している｡『高等学校教育課程
調査結果の概要』(1957年)によれば､この時
期に普通科で開設された職業科目は商業科に
偏し､公立高校の68%で5単位以上の科目履
修が可能なものの､非開設の普通科は公立
ll.2%､私立39.9%となっていた｡また､当
初から職業教育科目は主に就職希望者向けに
設定していたと考えられる｡
その後､普通科から職業教育は除外されて
いく｡社会 ･経済構造の変化と政策転換が背
景にあるが､発足当初の教育課程編成の方針
にもその要因があった｡文部省は､普通課程
に進学準備と職業準備の2つの課程を設定し､
後者を次のように説明している｡
｢ここでいう職業への準備課程は､高等普
通教育を主とする学校で一般的な教養を高
めながら､卒業後は実業に就くことを希望
する者のための課程であって､専門的に
農 ･工 ･商 ･水産 ･被服などの実業教育を
受けることを希望する者は第二でのべる課
程 (*実業課程)をおく高等学校に学ぶわ
けである｡｣(14)
ここで問題となるのは､まず進学/就職別に
よる教育課程の種別化であり､後者にのみ職
業教育を課すことも可能とした点である｡ま
た､実業専門課程との相違が単位数や科目数
という量的な差として捉えられることである｡
このことは､旧制中学の第一種課程と実業学
校との違いに似ている｡換言すれば､個別職
業への就職準備のためであるのか､生徒の｢発
達｣に必要不可欠な職業的教養であるのかが
唆味であった｡これは､戦後の展開のなかで
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常に問われながら明確にならなかった点であ
る｡｢共に施す｣ことの解釈は次のように後退
し､普通科における職業教育の位置を不安定
なものとした｡
｢高等学校の学科は普通教育を主とする学
科及び専門教育を主とする学科の二つに分
かれる｡この両者はそれぞれ主とするとい
っているのであるから普通科でも専門教育
を行ないうるし､又専門教育を主とする学
科でも普通教育を行ないうるようになって
いるわけである｡｣(15)
(2)50-70年代の展開と変容
① 答申等にみる職業教育の位置づけ
1950年代から60年代の普/職の分離､職業
科の多様化､普通科への類型の導入等によっ
て､普通科における職業教育は大きく変化す
る｡まずそれは､普通課程の1類型に職業教
育が縮小された(16)ことである｡また､マンパ
ワー政策のなかで ｢基礎的で平易な一般向き
のA類型の教育課程において (中略)技術革
新時代にふさわしい実践教科の履修を促進す
る必要があろう｣(17)というように､ある意味
で能力差のある類型にふさわしい教育という
見方が強まったことである｡職業教育は､進
学に向けた課程編成のなかの1類型として就
職希望者に応じた教育ととらえられた｡
70年代に量的な飽和状態を迎えると､高校
教育の再編が検討される｡普通科志向の高ま
りに合わせ普通科の量的拡大を図ったが､結
果として多様な能力､関心､進路希望をもつ
生徒を抱えることとなった｡そして､大学進
学を希望しない生徒に対する指導の困難や､
普通教科の意味づけの弱きが露呈しはじめる｡
この間題への対応として､職業教育の役割が
再び脚光をあびることになった｡理産審は､
高校を ｢生徒の心身の発達段階からみて､勤
労観 ･職業観の形成の上からも､また､将来
の展望に立った自己の進路の選択等の面から
も､勤労にかかわる体験的学習が特に重視さ
れなければならない段階｣ととらえ､｢勤労に
かかわる体験的学習｣の機会拡充を提言し､
そのための ｢普通科の教育にふさわしく､か
つ､主として低学年で履修することが適当な
内容｣の新たな科目の導入も求めた｡(18)これ
に対して､教課審は ｢勤労体験学習｣の科目
化はとりあえず回避した上で､次のような方
向性を示した｡
｢勤労に関わる体験的な学習については､
生産や生活等にかかわる教育的な配慮をし
た実際的 ･体験的な諸活動を通して､仕事
の楽しさや完成の喜びなどを体得させると
ともに勤労観や職業観の育成にも資するこ
とを主なねらいとして (中略)主として各
教科以外の教育活動における計画の中での
履修によることや職業に関する教科 ･科目
のうちこの学習のねらいにふさわしい科目
の選択履修によることが適当である｡｣(19)
ここでは､卒後就職者に対する準備教育と職
業的教養 ･態度の育成とが併置してとらえら
れてはいる｡しかし､｢勤労体験学習｣が ｢ふ
さわしい科目｣の選択履修でも可能としたこ
とは､そうした科目に職業的教養 ･態度の育
成と職業準備とがともに期待されることにな
るのであって､その意味で職業科目のねらい
は不明確となる｡一方で就職に資する職業科
目の拡充が要求されており､｢勤労体験学習｣
が教科外に置かれたことで､職業的教養や態
度の育成はなお不安定さを残していたと考え
られる｡(20)
② 学習指導要領における職業教育の変遷
次に､普通科の教育課程に職業教育がどの
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ように具体化されてきたか､｢学習指導要領｣
の内容からその変遷をたどってみたい (表
1)0
まず56年指導要領では､職業科目の履修の
ねらいが特定職業の準備ではなく､｢一般教
養｣としてとらえられていた｡しかしその後
は､専門的技能や知識の習得を目指す職業準
備教育の意味あいが強 くなっていく｡78年以
降､｢勤労体験学習｣の場としての活用もうた
われてはいるが､二重の役割を負うことでそ
のねらいは唆味になったと考える｡
また､56年では単位数が他教科と合わせ選
択必修 6単位以上とされていた｡また､選択
科目の指定はない｡しかしそれ以降､単位数
の枠はなく､開設科目が指定された｡その科
目数も61年18科目､70年17科目､78年19科目､
表1 学習指導要領の変遷
改訂年度 普通科における ｢職業教育｣の指摘事項 (概要)
1956年 *全日制の普通課程においては-次の教科のうちから6単位以上を､すべての生徒に履
修させるものとする○｢芸術科｣｢家庭科｣｢農業科｣｢工業科｣｢商業科｣｢水産科｣
*ここで全日制の普通課程の生徒に (職業教科)を履修させようとする趣旨は､特定の
職業準備教育を目指すものではなく､一般教養としての意味を持つ.
1961年 *生徒の必要や地域の実情を考慮して､食物 Ⅰ､被服 Ⅰ､保育､家庭経営､作物､園芸､
畜産､農業一般､林業一般､製図､機械 .電気､自動車一般､電気一般､機械一般､商
業一般､商業簿記､計算実務､水産一般などの教科 .科目のうちから適当なものを設け､
生徒に履修させることが適当であることo
*職業に関する教科 .科目に､ある程度まとまった時間を配当することができる場合に
は､上記のアの教科 .科目以外の教科 .科目を加えるなどして系統的に履修させ､専門
的な知識と技術が得られるように考慮することo
1970年 *生徒の必要や地域の実情を考慮して､被服 Ⅰ､食物 Ⅰ､保育､家庭経営､作物､園芸､
畜産､農業一般､林業一般､製図､自動車一般､電気一般､機械一般､商業一般､簿記
会計 Ⅰ､計算実務､水産一般などの教科 .科目のうちから適当なものを設け､生徒に履
修させることが適当であることo(以下61年と同じ)
1978年 *普通科においては､地域や学校の実態､生徒の進路や興味 .関心等を考慮し､必要に
応じて､適切な職業に関する各教科 .科目の履修について配慮するものとする○その際､
勤労にかかわる体験的な学習の機会の拡充についても留意するものとするo
*普通科において家庭に関する科目を履修させる場合は､地域や学校の実態､生徒の進
路.適性や興味.関心等を考慮し､｢被服｣､｢食物｣､｢保育｣､｢家庭経営.住居｣等の科
目のうちから適切なものを履修させることが望ましいo
(以下選択指定科目のみ)
農業科 :農業基礎､作物､野菜､畜産､草花等/工業科 :工業基礎､製図､情報技術 Ⅰ
等
商業科 :商業経済Ⅰ､簿記会計 Ⅰ､計算実務､情報処理Ⅰ､文吉事務等/水産科 :水産
一般､造船等
1989年 (選択指定科目のみ)
*家庭科 :被服､食物､保育､家庭経営､住居､消費経済等/農業科 :農業基礎､作物､
食品加工､生活園芸等/工業科 :工業基礎､製図､情報技術基礎等/商業科 :流通経済､
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89年20科目とさほどの変化はなく､指定科目
は各職業専門科目のなかで基礎的あるいは実
験 ･実習が比較的簡便な科目とみることがで
きよう｡施設 ･設備や教員の制約という現実
的な問題に加え､就職希望者に応じる職業準
備教育の面からみても不十分な内容ではなか
ったかと考える｡
3.長野県における普通科の職業教育
の事例
上述した政策展開を受け､50-70年代に長
野県の各高校が具体的にどのように職業教育
を位置づけてきたかを､設立の母体や学科改
廃の経緯や学科構成の点からいくつかのタイ
プに分けて探ってみる｡普通科における職業
教育の役割と位置は､高校それぞれの普通科
を取り巻 く環境とその変化にも関係すると考
えるからである｡
(1)旧制中学校を母体とした高校
まず､旧制中学系の普通科の場合である｡
新制高校発足時には､岡谷南､屋代東 (現屋
代)､大町南 (現大町)の旧制中学3校に商業
科が設置された｡学区内の ｢総合制｣という
観点から急きょ設置されたが､いずれも早期
に廃止となった｡存廃の経緯は別稿で触れ
た(21)ので省略し､普通科に対する商業科設置
の影響を検証したい｡
岡谷南高校では1950年に商業科を設置､57
年に募集停止となっている｡表 2は､普通科
の職業科目と履修形態の変遷である｡(22)｢商
業科設置に伴い､普通科の中に選択で商業科
目を履修できるようになり､各種珠算検定に
挑戦する生徒が商業科のみならず､普通科か
らも現れ｣(23)とあるように､当初は生徒の関
心を呼び選択科目として位置づいていた｡そ
の後､60年度のコース制導入によって､商業
科目は就職向けのコースに限定される.また､
科目数 ･単位数も縮小し､66年度には文系コ
ースで2科目､理系コースで ｢計算実務｣1
科目の選択となった｡73年度には､進学コー
スの整備とともに商業科目は姿を消している｡
屋代高校(24)では､1949年に商業科設置､52
年度に募集停止となった｡49年度課程で ｢商
業｣は選択科目であったが､51年度には削除
されている｡56年度に ｢計算実務｣が選択科
目となっているが､その後の教育課程には見
当たらない｡沿革史でも商業科との関連や商
業科目の記述はほとんどなくその消長は明ら
表2 岡谷南高等学校における商業科目の変遷
年度 商業科目 (単位) 履修対象 コース
51一般商業(2).農業(2) 選択必修
56 商業一般(3).商事(2).商業簿記(5).計算実務(2) 選択
59 商業一般(3).商業簿記(4).計算実務(4) 選択
60 商業一般(3).商事(3).商業簿記(6).計算実務(4) A1 (就職) A1.A2.B1.B2
65 商業簿記(5).計算実務(2) A (就職) A.B(文系)ー C (理系)
66 商業簿記(5).計算実務(2) 文.哩 文.哩
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かでない｡
大町高校では旧制時代に就職希望者の便宜
を図るため､1925年に第5学年に ｢珠算及簿
記｣､｢作文｣を開設していた｡(25)戦後に商業科
が設置されたが､当時の普通科に職業科目は
ない｡52年度に募集停止となるが､その1月
の職員会で､廃止後も就職希望者のために選
択科目として残置することを決定した｡(26)56
年度の教育課程では､｢計算実務｣｢商業簿記｣
が開設され､前者は各学年 ｢芸術｣と後者は
3年次 ｢英語｣との選択となっていた｡しか
し､62年度入学生に対して商業科目は削除さ
れている｡65年には､A (文科系)B (就職)
C (理科系)のコース制となったが､職業科
目はなく､文科系と就職コースの違いは ｢英
語｣と ｢美術｣の選択の違いでしかない｡
以上のように､いずれも普通科の職業教育
に対する商業科の影響は小さかった｡廃止後
も普通科に選択科目として残置された高校も
あったが､進学準備のコース整備と就職者の
減少によって､60年代には削除されていたと
考えられる｡
(2)農業高校から普通科高校に転換した高
校
次に､職業科単独校から普通科単独校に転
換したケースではどうであったのか｡事例と
して､上田東高校(27)を取り上げる｡農･林･
蚕業3科の伝統校(当時小県蚕業高校)に1960
年普通科が設置された｡62年に校名を ｢上田
東｣に改称し普通科学級を増設､66年に蚕業
科､74年農業科､林業科が相次いで廃止され､
普通科単独高校となった｡
普通科設置当初､教育課程には商業科目の
｢計算実務｣｢商業簿記｣､家庭科の ｢家庭一
般｣｢被服｣｢食物｣が開設されていた｡第1期
生の進路は就職70%､進学16%と就職者が圧
倒的であった｡普通科の職業科目はこうした
需要に応えていたと思われる｡しかし､68年
頃から進学率が急増し､73年には進学希望者
が86%にのぼった｡71年9月の職員会議で､
｢労働の教育は全ての生徒に対して行わなけ
ればならない｡普通科の生徒を含めて学校全
体で､例えば田植えなどすることはできない
だろうか｣(28)など､農業科廃止に伴う普通科
のあり方が検討された｡その後､職業教育を
重視した普通科を目指すこととなり､72年度
から1年次の男子に｢農業一般｣､女子に｢家
庭一般｣を必修とし､2年次には男子に ｢農
業一般｣｢計算実務｣を選択必修､女子に｢保
育｣を必修､3年次に職業､普通科目を含め
た選択科目(｢計算実務｣､｢食物Ⅰ｣､｢被服Ⅰ｣
を含む)から4単位履修とした｡生徒 ･父母
への当時の説明資料では､このねらいを次の
ように述べている｡
｢(前略)中等教育の在り方をみたとき中学
校における技術教育の基礎の上にたって､
高等学校において職業教育を行うことは前
後期中等教育の教育内容に一貫性を持たせ
るために必要なことであろうと思われる｡
なおこのことは将来自営､就職を希望する
者は勿論､大学進学を志す者にも有効な教
育指導であって職業科目を通して正しい労
働観､正しい職業観､正しい生活観を養う
中から正しい意味の勉学意識が生まれてく
ると判断される｡｣(29)
ここでは､職業科の伝統を普通科に残すこと
に､職業的教養の育成というねらいを込めて
いたことがわかる｡しかし､生徒の中に職業
科の学習に対する疑問の声も強く､農業科教
員も減員されるなか､76年度より｢農業一般｣
を廃止､｢計算実務｣に代わる｢商業一般｣も
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(3)総合制高校から普通科高校に転換した
高校
ここでは総合制高校として出発し､その後
普通科単独校に転換した3校を取り上げる｡
(彰 東部高校
東部高校(30)は組合立小県農学校を前身と
し､1948年に県立小県農業高校､翌年には普
通科を設置し小県東部高校として発足したが､
農業科は59年に募集を停止している｡
普通科設置当初､進学 ･家庭の2コース制
であったが､農業科廃止にあわせ ｢普通科目
のみのコース(男女)｣､｢普通科目を主とする
が家庭科目を含むコース(女子)｣､｢普通科目
を主とするが農業科目を含むコース (男子)｣
を設定した｡表3に職業科目の変遷をまとめ
た｡農業科目が次第に減じ商業科目が増加し
ていることがわかる｡この経緯は明らかでな
いが､農学校の伝統や施設 ･設備を生かした
職業科目が､就職希望者に向けた科目に変化
していったと思われる｡66年度には2年次で
A (文系)･B (理系)に分かち､家庭･商業
科目はAコースの選択科目となった｡73年度
には3年次を3系統 (理系 ･文系 ･就職)に
分かち､就職系統をさらに商業 (男女別)･家
庭の3コースに細分化した｡しかし､82年度
にはコース別を廃止し必修と選択のみとした｡
(参 犀峡高校
犀峡高校(31)は､組合立更級西部農学校と村
立水内高等女学校との統合により､組合立犀
峡農業高校となったが､49年に普通科と農業
科をもつ県立犀峡高校として発足した｡54年
には農業科の募集を停止している｡
普通科設置当初､進学コースと被服コース
の編成であった｡いずれもコースにも旧高女
の継承と思われる被服科目が多数用意されて
いた (進学コース6科目､被服 コース13科
目)｡農業科廃止後､52年度より普通科で農業
(男)･進学 (男女)･家庭 (女)･商業 (男女)
の4コースを設定した.職業科目は､進学コ
ースに ｢珠算簿記｣｢家庭｣､農業コースに農
業科を継承した農業科11科目と ｢珠算簿記｣､
家庭コースに家庭科7科目､商業コースに商
業9科目と ｢木工｣｢施工｣｢測量｣の科目が
開設された｡しかし､このコース制は55年度
に廃止され必修-選択制となった｡選択科目
には､家庭科6科目､その他の教科として｢畜
表3 東部高等学校における職業科目の変遷
年度 家庭科 職業科目 (商業.農業科目)
61 家庭一般.被服.食物 作物 .園芸.畜産.農業工作.農業経営.計算実務.商
業簿記
63 家庭一般.被服.食物.保育 農業一般.農業機械 .農業土木.造園.計算実務.商業
一般.商業簿記.文書事務
66 家庭一般.家庭 商業.園芸
73 家庭一般.食物Ⅰ.被服Ⅰ.保育 計算実務.商業一般.事務 .商業簿記
78 家庭一般.食物Ⅰ.被服Ⅰ.保育 計算実務.簿記会計
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産｣｢養蚕｣｢土木｣｢珠算｣｢簿記｣｢商経｣の
科目がある｡56年度には家庭科が3科目に減
じ､職業科として農 ･工 ･商業の多彩な11科
目が開設された｡しかし､59年度には家庭科
4･職業科9科目､63年度には家庭科4､商
業科3､農業科4科目に縮小され､65年度に
農業科目が､70年度に商業科目が全廃され､
家庭科も ｢家庭一般｣と ｢食物｣のみとなっ
た｡以上の教育課程の変遷の経緯や職業科目
の変更の理由など不明である｡しかし､農学
校と高等女学校の伝統を継承し､コース内に
職業科目を積極的に取り込み､農 ･工 ･商の
多彩な選択科目を用意した時期はあったけれ
ども､60年代には縮小され70年代にはその必
要性を失ったと考えられる｡
③ 高遠高校
町立高遠高女と高遠農業学校を前身とする
高遠高校(32)は､普通科･農業科 ･林業科 ･被
服科を4学科で発足した｡しかし､53年に林
業科､54年に農業科と被服科が相次いで募集
停止となった｡
50年度の普通科課程には､｢其ノ他ノ教科｣
として林業(5-15単位)､商業(2-6単位)
が開設されていた｡また､職業科の募集停止
後､校内に普通科､商業科､農業科､被服科
のインナーコースを設け､商業科､家庭科は
選択科目として残された｡59年度には､商業
科の ｢商業簿記｣｢計算実務｣､家庭科の ｢家
庭一般｣｢被服｣｢食物｣｢保育家族｣｢家庭経
営｣が開設されている｡65年度には2年次よ
りA (就職)･B (進学)類型別の課程となっ
た｡商業 ･家庭科科目はA類型の選択科目で
あった｡その後も職業科目は選択として存続
した｡これについて沿革史では､｢本校がその
教育の理念とするところは進徳館(高遠藩校)
の学風である実学精神とする発想である｡(中
略)実業教育としての農 ･林課程を廃したか
らといって全く実業的 ･生産的 ･生活的な教
育から放れてしまうようなことはなかっ
た｡｣(33)と述べ､｢人間形成の基礎をおろそか
にしない｣学校であることを強調している｡
それぞれのタイプごとに職業教育の消長を
概観してきたが､いずれも60年代から70年代
にかけて廃止あるいは縮小されていったこと
がわかる｡とくに旧制中学系の普通科は商業
科設置の足跡は認められるが､職業科目への
こだわりはないといえる｡また､実業学校と
しての伝統や総合制の特徴を生かした試みと
して､普通科への職業科目の積極的な導入が
みられたものの､コース制導入によってその
履修が大きく制限され､やがては科目を縮
小 ･廃止していく傾向がみられた｡とくに農
業科目にそれは顕著である｡学校の特色や建
学の精神を普通科の職業教育に反映させる､
また､職業教育を通じて社会生活に必要な態
度や使命感を培う試みも､進学準備への傾斜
によって困難となっていったと思われる｡
(4)｢特色ある高校づくり｣との関係
70年代より長野県でも普通科の増設 ･増員
が相次ぎ､結果として普通科内の序列 と進
路 ･適性 ･能力の多様化の問題が表面してい
く｡低下し続けた普通科の就職率は76年を境
に再び上昇に転じ､90年ごろまで25%へ30%
の範囲で推移している｡
県教委は83年9月に ｢中等教育改善 ･充実
の指針｣を発表し､｢魅力ある高校づくり｣を
推進した｡魅力ある高校とは ｢学習活動にお
いて､その能力､適性等に応じて､確かな成
就感が得られ､また学園への所属感をもって､
意欲的な高校生活を送ることのできる学校｣
をいう｡具体的な方策のひとつとして､普通
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科への職業科目の積極的な導入を図った｡88
年度からは､｢魅力｣事業を継承した｢特色あ
る高校づくり｣事業を開始し､｢特色ある教育
課程づくり｣を推進した｡具体的には､普通
科の職業科目 (｢簿記会計｣や ｢計算実務｣な
ど)の拡充指定校3校､情報処理教育の充実
指定校12校を指定した｡90年から指定を受け
た辰野高校では､｢簿記会計Ⅰ｣のみであった
職業科目に ｢情報処理Ⅰ｣と ｢計算実務｣を
加えた｡この成果について､｢普通科での職業
教育は､普通科生徒のうち就職希望者の準備
教育的発想が強いが､『すべての生徒に職業教
育を』という､学校教育法第41条の精神とど
う結びつくかは今後の課題であろう｣(34)と論
じている｡
85年度の県内普通科での職業科目開設校は
のベ165校に及んだ｡しかし､その62%が家庭
科科目､35%が商業科科目で占め､農業科は
わすか1校､工業科も5校にとどまっている｡
施設 ･設備やスタッフの条件もあるが､特定
教科に偏し､｢簿記会計｣｢計算実務｣｢被服｣
｢食物｣｢保育｣などの特定科目に集中してい
る｡｢魅力｣や ｢特色｣づくりとしての職業教
育は､依然として就職希望者への対応という
面が強いことがわかる｡普通科自体の変革が
迫られている今日､限定的な職業教育のとら
え方を転換し､新たな可能性を模索する試み
については､80年代以降の各高校の実態と合
わせ今後の課題としたい｡
5.80年代以降の新たな職業教育の視
点
80年代以降､高等学校の施策としては教育
課程の一層の弾力化と普通科と職業学科の接
近が図られる｡こうした流れのなかで､普通
科での職業教育のあり方にも変化が生じた｡
職業科目を積極的に導入することで ｢普通科
と専門学科との二元的な考え方を柔軟にして
いく｣(35)こと､学習指導要領外の科目が設置
者の判断で設定できること､勤労体験学習の
一層の充実と職業科目の拡充､職業高校との
相互履修や専修学校等の活用など(36)が提唱
された｡とくに理産審は､普通科の職業教育
を ｢職業学科における専門教育とは異なり､
自己の進路や職業についての理解を深め､将
来の進路を主体的に選択決定できる能力の育
成に主眼を置くべき｣として､改めて新たな
科目設定を求めた｡それは､｢例えば『職業一
般』､『技術一般』､『情報基礎』といった職業
や技術などについての基礎的な内容の習得を
ねらいとした教科･科目｣(37)である｡これまで
の就職準備とは一線を画す､職業的教養の視
点が改めて強調されたのである｡しかしここ
でも､一般的な職業的教養と就職準備教育と
が併置され､普通科に混在させる立場であっ
た｡
90年代に入ると､｢専門高校においてのみな
されるべきものという従来の認識を改め､職
業教育はすべての人にとって不可欠な基礎
的･基本的な教育｣(38)であり､｢働 くことの意
義､喜び､楽しさや苦しさを学び､職業生活
を送るための基礎的な知識や技術 ･技能に関
する学習の機会｣(39)の充実が求められた｡先
の併置を一歩進め､普通科での職業的教養を
基本的 ･基礎的な教育としてとらえ直したの
である｡これを受け教課蕃答申では､｢自らの
在り方生き方を考えさせ､将来の進路を選択
する能力や態度｣を重視し､新たに設定する
｢総合的な学習の時間｣のねらいのひとつに
｢自己の在り方生き方や進路について考察す
る｣ことをあげた｡(40)また､新学習指導要領の
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案では ｢学校設定科目｣として ｢産業社会と
人間｣を取り上げ､指導事項に ｢社会生活や
職業生活に必要な基本的な能力や態度及び望
ましい勤労観､職業観の形成｣や ｢自己の将
来の生き方や進路についての考察及び各教
科 ･科目の履修計画の作成｣を示している｡
今日の改革動向に､普通科における職業教
育の新たな展開を読み取ることができる｡そ
れは､ひとつに普/職の接近や教育課程の弾
力化に伴う職業教育の機会の確保とその多様
化である｡また､｢総合的な学習の時間｣や科
目 ｢産業社会と人間｣等における職業的教養
の再評価である｡もっとも､前者は普/職と
いう従来の枠組みの再編 ･変革の結果でもあ
るし､後者も職業教育のみを対象としている
わけではない｡また､職能実態に対するこれ
までの職業教育の有効性の問題や､雇用体系
や就労形態の変化､若年層の職業 ･労働に対
する意識の変化などへの対応という面も見逃
せない｡しかし､普通科自体の変容と合わせ､
少なくとも就職準備に限定した教育から脱皮
する契機が用意されていることは確かである｡
まとめにかえて
今日､普通科をとりまく高校の､また普通
科自体の改革が急ピッチに進行している｡93
年に誕生した ｢総合学科｣は順調に増加し続
け､98年度には31校が設置され累計105校､45
都道府県に及んでいる｡設置方式も､それま
での職業科 ･高校の改組あるいは普/職併設
校の一部転換に加え､近年は普/職併設校あ
るいは普通科高校の全面転換による設置も増
加している｡(41)また､｢新しいタイプの高校｣
として ｢総合選択制｣を導入する普通科高校
も増加している｡制度上普通科ではあるが､
多様な選択科目とコースの選択履修を重視す
る点でこれまでの普通科とは異なり､準総合
学科ともいえよう｡また､｢特色あるコース･
類型｣として進学準備以外の多彩なコース ･
類型を設ける普通科も増加している｡(42)コー
ス･類型関連科目が30単位以下であるため専
門学科ではないが､専門学科的な普通科とい
える｡
進学準備に資する普通教育に重心を置いて
きた普通科は､80年代以降の職業教育に対す
る新たな視点を踏まえた柔軟な対応を迫られ
ている｡それは､これまでのような就職希望
者に応える職業科目の拡充やコース設定では
なく､普通科の構造自体を変えうる試みでも
ある｡新たなコース制の導入や多彩な選択科
目と選択幅の拡大､そして｢総合学習の時間｣
等の実践が､果たして新たな普通科の創造に
連なっていくのか｡それは､こうした様々な
試みの基底的な部分で､職業教育が果たす役
割 ･位置づけがどのように認識されているか
に関わると思われる｡新制高校発足からこれ
までの､普通科における職業的教養と職業準
備教育の軌跡を踏まえるならば､新たな職業
教育のあり方と生徒の将来の職業選択あるい
は進路指導とが､確かな見通しのなかで切 り
結ぶことが重要と思われるからである｡普通
科における職業教育が普通科の改革のなかで
どのように展開､変容していくのかに注目し
つつ､その具体的な実態と意義は今後の課題
としたい｡
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